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一般財団法人熊本建築構造評価センター－構造計算適合性判定予備審査事務規程 

 

（趣 旨） 

第１条 構造計算適合性判定予備審査事務規程（以下「事務規程」という。）は、一般財団法人熊

本建築構造評価センター（以下「財団」という。）が、構造計算適合性判定の業務を円滑に実施

するために行う予備審査事務について、必要な事項を定めるものである。 

（用語の定義） 

第２条 この事務規程において次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

 一 判定 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第７７条の３５の５

第１項に規定する指定構造計算適合性判定機関として行う、法第１８条の２第４項の規定によ

り読み替えて適用される法第６条の３第１項及び法第１８条第５項に規定する構造計算適合性

判定をいう。 

 二 判定申請書 判定に係る申請書をいう。  

三 建築主等 建築主及びその代理者をいう。 

四 判定員 法第７７条の３５の９に規定する構造計算適合性判定員をいう。 

 五 予備審査 事務規程の適用について同意した建築主等の申し出を受けて、判定申請書の受理

までの間に判定員が行う審査をいう。 

（予備審査事務にあたっての基本姿勢） 

第３条 財団及び建築主等は、本規程に基づく予備審査事務を円滑に実施するために、予備審査、

質疑事項書又は質疑事項回答書の作成その他本規程に関する事務等を速やかに行うよう努めなけ

ればならない。 

（予備審査事務を行う時間及び休日） 

第４条 予備審査事務を行う時間は、次項に定める休日を除き、午前８時３０分から正午まで及び

午後１時００分から午後５時００分までとする。 

２ 予備審査事務の休日は、次に掲げる日とする。 

一 日曜日及び土曜日 

二 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

三 １２月２８日から翌年の１月４日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

（予備審査事務の対象） 

第５条 一般財団法人熊本建築構造評価センター構造計算適合性判定業務規程（以下「業務規程」

という。）第１１条第１項の規定による受理を行うべき状態にある判定申請書のうち、本規程に

定める予備審査を行うことについて建築主等が申込みを行ったものを対象とする。 

（予備審査手数料） 

第６条 予備審査手数料は、無料とする。ただし、予備審査申込みを行う建築物の構造計算適合性

判定手数料（以下「判定手数料」という。）が入金されていなければ、予備審査申込みの受付は

行わないものとする。 

２ 入金された判定手数料は、返還しない。ただし、財団の責に帰すべき事由により判定の業務が

実施できなかった場合には、この限りでない。 

（予備審査申込み後の構造計算適合性判定の取りやめの禁止） 

第７条 建築主等は、予備審査を行っている途中で判定の申請を取りやめることはできない。 

２ 建築主等は、予備審査の中止を申し出ることができる。 

３ 前項の申し出があったときは、財団は、第１２条第１項第五号及び第５項の規定に基づき、予
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備審査を終了し、直ちに判定申請の受理を行うものとする。 

（予備審査の申込み） 

第８条 予備審査の申込みを行う建築主等は、財団に対し、業務規程第１０条の規定に基づく申請

書その他の書類（以下「判定申請書等」という。）の提出と同時に、予備審査申込書（様式１）

を提出するものとする。 

２ 財団は、前項の事前申請書が提出されなかった場合は、提出された判定申請書等について業務

規程第１１条の規定に基づいて判定に係る申請として受理し、それ以降は当該申請に関する予備

審査事務は行うことができない。 

（予備審査申込書の受付） 

第９条 財団は、前条の規定による予備審査申込書及び判定申請図書等の提出があったときは、次

の各号に掲げる事項を確認し、判定申請図書等を予備審査用の図書として受付を行う。 

一 予備審査に係る建築物が、業務規程第６条に定める判定の業務の範囲に該当するものである 

こと。 

二 判定申請図書等の内容が、法第１８条の３第１項に規定する確認審査等に関する指針（以下

「指針告示」という。）第２第２項各号によるものであること。 

三 申請に係る判定申請図書等の内容に明らかな瑕疵がないこと。 

四 判定手数料が納入されていること。 

五 建築主等又は設計者が、財団が指定する者に該当しないこと。 

２ 前項の規定を満たさない場合は、補正を求め、補正の余地のないときは理由を説明し、予備審

査申込みを受付けない。 

３ 財団は、前２項の規定に関わらず、判定の業務の申請件数が見込みを相当程度上回った場合に

おいて、適正に予備審査を実施することが困難な場合には、予備審査申込みを受付けない。 

（予備審査の実施方法） 

第１０条 財団は、前条第１項の規定による受付を行ったときは、予備審査受理通知書（様式２）

を発行し、速やかに、判定員に予備審査を実施させることとする。 

２ 判定員は、指針告示第２及び財団が作成した判定に関するマニュアルに従って、予備審査を行

うこととする。 

３ 財団は、予備審査の実施にあたって必要があると認めるときは、建築主等に対して構造計算に

関する説明を「質疑事項通知書」（様式３）により求めることとする。 

４ 建築主等は、前項の通知書に対する回答書を作成し、財団が指定する日（質疑事項通知書の交

付日から起算して１０営業日後（２回目以降の質疑事項通知書にあっては、５営業日後））まで

に財団に質疑回答書を提出しなければならない。 

５ 質疑事項回答書が提出されたときは、判定員は直ちに審査を行う。 

６ 第２項の規定に基づく予備審査において、不整合部分や内容不明の部分が多数あるなど予備審

査を続けることが困難と判定員が判断した場合は、第３項の規定にかかわらず、「予備審査中断

通知」（様式３の２）を発行し、是正された図書等が提出されるまで予備審査を中断する。 

（予備審査に係る建築物の計画変更） 

第１１条 予備審査は、第９条第１項の規定により受付を行った判定申請書等（以下「当初判定申

請書等」という。）により行う。 

２ 建築主等は、判定申請書等について建築物の計画の変更を行うことができない。ただし、次の

各号のいずれかに該当するものを除く。 

 一 判定員の指摘に基づく計画変更で変更後の計画による予備審査の継続について判定員がやむ

を得ないと認めるもの 

 二 構造計算に影響のない計画変更又は判定員がこれに準ずると認めるもの 
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 三 前二号に準ずるもので、財団が認めるもの 

（予備審査事務の終了及び構造計算適合性判定業務の開始） 

第１２条 本規程に基づく予備審査事務は、次のいずれかに該当する場合に終了し、業務規程第１

１条の規定に基づき、構造計算適合性判定申請書の受理を行う。 

一 当初判定申請書等について、判定員による質疑事項がないとき 

二 建築主等から提出された質疑事項回答書により、新たな質疑事項がないと認められるとき 

三 質疑事項回答書が財団の指定する日までに提出されなかったとき 

四 予備審査申込書を受付した日から５０営業日（第１０条第６項の予備審査中断通知が交付さ

れた場合は、予備審査の中断期間を含まない。）を経過したとき 

五 建築主等が予備審査の中止又は判定の申請の撤回等を申し出たとき 

六 建築主等が建築物の計画を変更しようとしたとき（前条第２項各号のいずれかに該当する場

合を除く。） 

七 財団が前各号のいずれかに準ずる状態であると判断したとき 

２ 財団は、前項の規定に基づき予備審査事務を終了したときは、予備審査終了通知書（様式４）

を建築主等に交付する。 

３ 第 1項第五号又は第六号に該当するために前項の規定に基づく予備審査終了通知書が交付され

た場合で、第１項の規定による構造計算適合性判定申請書の受理後１０日以内に業務規程第１７

条の規定に基づく取下げが行われたものの構造計算適合性判定手数料については、構造計算適合

性判定に係る面積が２００㎡以内のものの区分に応じた額とする。 

（取下げによる手数料減免のための予備審査終了通知の発行） 

第１３条 予備審査申請を行わずに本審査を受けた計画で取下げを行うもののうち、判定手数料に

ついて構造計算適合性判定業務規程別記２表２の備考第４項と同等の取扱いを行うことを理事長

が例外的に認める場合は、第８条から前条までの規定にかかわらず予備審査申込書（様式１の２）

を受け付けて、予備審査終了通知(様式４の２)を発行するものとする。 

（予備審査事務に係る図書等の保存） 

第１４条 本規程に基づく図書等は、次表の区分に従い、保存する。 

図書等の種類 保存期間等 備 考 

予備審査申込書 １年  

質疑事項通知書及び質

疑事項回答書 

１５年（判定が行われなかっ

たものについては、１年） 

判定申請書に綴じて保存する。 

質疑事項に関して提出

された図面、計算書等 

保存しない 予備審査終了後、廃棄する。 

その他の書類等 １年  

（秘密保持義務） 

第１５条 財団の役員及びその職員（判定員、専門家委員を含む。）並びにこれらの者であった者

は、予備審査業務に関して知り得た秘密及び個人情報を漏らし、又は盗用してはならない。 

（委任） 

第１６条 この事務規程に定めるほか、予備審査の実施に関し必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

 

附 則 

この事務規程は、令和８年１月６日から施行する。 

附 則 
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この事務規程は、令和８年６月１日から施行し、令和８年５月１日から適用する。 

附 則 

この事務規程は、令和８年７月１日から施行する。 
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様式１ 

 

構造計算適合性判定申請に係る予備審査申込書 

 

一般財団法人熊本建築構造評価センター構造計算適合性判定予備審査事務規程（以下「事務規程」

という。）第８条の規定に基づき、下記建築物の構造計算適合性判定の申請（以下「適判申請」と

いう。）に併せて、事務規程に基づく予備審査について申し込みます。 

なお、この申込みを行うにあたり、次の事項、事務規程の内容及び予備審査事務の趣旨を理解し、

事務規程の定めに従います。 

一 予備審査申込みを行うことにより適判申請の受理は予備審査終了通知後となること 

二 予備審査を行う間は、適判申請として提出した図書をもって予備審査が行われること 

三 適判申請の受理前であっても、予備審査申込みを行った後では、判定申請の取下げが行えな

いこと 

四 予備審査の途中で、適判申請と同様に計画変更が認められないこと 

五 構造計算適合性判定申請手数料は、返還されないこと 

六 その他事務規程の定めに従うことを前提に予備審査が実施されること 

 

記 

 

（１）建築物の名称 

 

 

（２）構造計算適合性判定面積 

                     ㎡ 

 

（３）電子申請希望の有無（該当するものに〇をつけてください。）  

・ 電子申請を希望する。  ・ 電子申請を希望しない   ・ 検討中 

 

 

一般財団法人熊本建築構造評価センター理事長 様 

 

                                年  月  日 

 

 

【申込者】※ 

 

                  会社名 

 

                  氏 名   
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※申込者：建築主又は代理者 

様式１の２ 

 

構造計算適合性判定申請に係る予備審査申込書（手数料減免用） 

 

一般財団法人熊本建築構造評価センター構造計算適合性判定予備審査事務規程（以下「事務規程」

という。）第１３条の規定に基づき、予備審査申込書を提出します。 

 

記 

 

（１）建築物の名称 

 

（２）構造計算適合性判定面積 

                     ㎡ 

 

 

 

一般財団法人熊本建築構造評価センター理事長 様 

 

                               

 

 

【申込者】※ 

 

                  会社名 

 

                  氏 名   

 

 

 

※申込者：建築主又は代理者 
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様式２ 

 

予備審査受理通知 

 

                                予審第     号        

          年  月  日  

 

 

申込者※氏名                様 

 

 

                       一般財団法人熊本建築構造評価センター 

 

                       理事長 

 

 

 下記１の建築物について、予備審査の申込みを受け付けましたのでお知らせします。 

           

            

記 

 

１ 予備審査の申込みのあった建築物       

     

（１）建築物の名称         

   

          

（２）構造計算適合性判定面積        

    

                     ㎡ 

            

２ 建築確認申請先         

   

         

            

            

            

            

            

            

              ※申込者：建築主又は代理者  
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 様式３ 

 

予備審査質問事項通知書（第 回） 

 

                                予審第     号        

          年  月  日  

 

 

予備審査申込者※                 様 

 

 

                       一般財団法人熊本建築構造評価センター 

 

                       理事長 

 

 

 下記１の建築物に係る判定用提出図書等の添付図書及びその明示すべき事項について予備審査を

実施したところ、別紙記載事項について、図書及び構造計算書に不明確な点があり、建築基準関係

規程の適合性が確認できないため、下記（３）までに回答書を提出してください。   

 なお、回答が期日までに行われない場合は、直ちに本審査に移行することを申し添えます。 

           

            

記 

 

（１）建築物の名称         

   

     

            

（２）構造計算適合性判定面積        

    

                     ㎡ 

            

（３）回答期限          

  

  年  月  日    １ 

     

         

            

            

            

            

            

            

              ※申込者：建築主又は代理者  
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 様式３の２ 

 

予備審査中断通知書 

 

                                予審第     号        

          年  月  日  

 

 

予備審査申込者※                 様 

 

 

                       一般財団法人熊本建築構造評価センター 

 

                       理事長 

 

 

 下記１の建築物に係る判定用提出図書等の添付図書及びその明示すべき事項について予備審査を

実施したところ、別紙記載のとおり、不整合部分又は内容不明の部分が多数あるなど、予備審査を

継続することが困難と判断したので、予備審査を中断します。 

不整合部分、内容不明部分等を是正のうえ、該当する図書の再提出を行ってください。  

            

            

記 

 

（１）建築物の名称         

   

     

            

（２）構造計算適合性判定面積        

    

                     ㎡ 

            

     

         

            

            

            

            

            

            

              ※申込者：建築主又は代理者 
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  様式４ 

本通知書を判定申請書に添付

してください。  

予備審査終了通知書 

 

                                予審第     号        

          年  月  日  

 

 

予備審査申込者※                 様 

 

 

                       一般財団法人熊本建築構造評価センター 

 

                       理事長 

 

 

 下記１の建築物について、下記２の理由に該当するため、予備審査事務を終了したので通知しま

す。 

 本通知書の交付から５営業日以内に、予備審査事務規程第１２条第３項の規定に基づき、必要に

応じて当初判定申請図書等を適宜補正して本通知書とともに財団に提出してください。" 

           

            

記 

 

１ 予備審査を行った建築物        

    

（１）建築物の名称         

   

        

（２）構造計算適合性判定面積        

    

                     ㎡ 

              

２ 予備審査を終了する理由        

     

            

            

        

  

            

              ※申込者：建築主又は代理者  
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 様式４の２ 

本通知書を取下げ届に添付し

てください。  

予備審査終了通知書（手数料減免用） 

                                        

          年  月  日  

 

 

予備審査申込者※                 様 

 

 

                       一般財団法人熊本建築構造評価センター 

 

                       理事長 

 

 

 下記１の建築物について、予備審査事務規程第１３条の規定に基づき、下記１に係る予備審査終

了通知書を発行します。 

 

 

 

記            

１ 予備審査終了通知に係る建築物       

     

（１）建築物の名称         

   

 

     

（２）構造計算適合性判定面積        

    

                     ㎡ 

            

２ 予備審査終了通知を発行する理由       

     

  判定手数料に関し、構造計算適合性判定業務規程別記２表２の備考第４項を適用するため 

           

            

            

            

 

     ※申込者：建築主又は代理者

  


